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(57)【要約】
方法は、軌道に従って環境内で自車両の運動を制御し、
他の車両の運動によってもたらされるリスクレベルに基
づいて車両の軌道を調整する。本方法は、自車両の運転
領域内を走行する仮想車両の一組の実現可能な軌道を決
定し、実現可能な軌道が自車両の軌道と交差する確率と
、実現可能な軌道が少なくとも１台の車両によって追従
される確率との組み合わせとして、各々の実現可能な軌
道のリスクレベルを決定する。本方法は、実現可能な軌
道のリスクレベルを評価することに応答して、自車両の
軌道を調整する。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　一組の車両と共有される環境内を走行する自車両を制御する方法であって、該方法は、
該方法を実施する記憶された命令と結合されたプロセッサを使用し、該命令は、該プロセ
ッサによって実行されるとき、該方法の少なくともいくつかのステップを実行し、該方法
は、
　軌道に従って前記環境内で前記自車両の運動を制御するステップと、
　前記自車両の前記運動の状態及び前記環境のマップによって規定される前記自車両の運
転領域内を走行する仮想車両の一組の実現可能な軌道を決定するステップと、
　前記環境内を走行する前記一組の車両内の各車両の運動を示す時系列信号を生成するス
テップと、
　前記自車両の前記軌道を使用して、各々の実現可能な軌道が前記自車両の前記軌道と交
差する確率を決定するステップと、
　前記時系列信号を使用して、各々の実現可能な軌道が少なくとも１つの車両によって追
従される確率を決定するステップと、
　前記実現可能な軌道が前記自車両の軌道と交差する確率と、前記実現可能な軌道が少な
くとも１つの車両によって追従される確率との組み合わせとして、各々の実現可能な軌道
のリスクレベルを決定するステップと、
　前記実現可能な軌道の前記リスクレベルの評価に応じて、前記自車両の前記軌道を調整
するステップと、
を含む、方法。
【請求項２】
　前記軌道及び前記実現可能な軌道が、前記自車両の速度及び前記車両の前記速度に対す
る前記車両の相対速度を規定する時間の関数である、請求項１に記載の方法。
【請求項３】
　前記実現可能な軌道は、仮想車両の運動の運動学的モデルを使用して決定され、
　一組の運転意図から選択された異なる運転意図で走行する前記仮想車両の、前記環境の
異なる位置における異なる速度に対して前記実現可能な軌道を生成するステップ、
を含む、請求項１に記載の方法。
【請求項４】
　前記仮想車両の位置は、前記環境のマップに従って選択され、
　前記一組の運転意図は、左折意図、右折意図、直進走行意図、左車線変更意図、右車線
変更意図、ブレーキ意図、加速意図、及び速度維持意図のうちの１つ又は組み合わせを含
み、
　前記実現可能な軌道は、前記仮想車両を前記自車両の前記運転領域内に移動させる、前
記環境によって許容される異なる運転意図を実行する各々の仮想車両に対して決定される
、請求項３に記載の方法。
【請求項５】
　誤差のマージン内で前記車両の前記時系列信号と一致する実現可能な軌道のサブセット
に車両を割り当てるステップと、
　前記実現可能な軌道によって表される運転意図に関する統計に基づいて、前記サブセッ
トから各々の実現可能な軌道に前記車両が追従する確率を決定するステップと、
を更に含む、請求項１に記載の方法。
【請求項６】
　少なくとも１つの実現可能な軌道は、前記誤差のマージンを規定する前記実現可能な軌
道に続く前記車両の可能な状態の確率密度を含む、請求項５に記載の方法。
【請求項７】
　前記環境内の道路交通を使用して前記車両の前記時系列信号を分類して、前記車両の運
転意図を生成するステップと、
　前記サブセットからの前記実現可能な軌道の前記車両の意図との整合性に基づいて前記
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サブセットからの各実現可能な軌道の確率を更新するステップと、
を更に含む、請求項５に記載の方法。
【請求項８】
　前記分類するステップは、ニューラルネットワーク、サポートベクトルマシン、及びデ
ィープディシジョンツリーのうちの１つ又はそれらの組み合わせを使用する、請求項７に
記載の方法。
【請求項９】
　前記組み合わせは、前記実現可能な軌道が前記自車両の前記軌道と交差する確率と、前
記実現可能な軌道が少なくとも１つの車両によって追従される確率との加重平均を含む、
請求項１に記載の方法。
【請求項１０】
　前記調整するステップは、
　前記リスクレベルが閾値を超える実現可能な軌道を選択するステップと、
　前記実現可能な軌道のリスクを示す情報を前記自車両の運転者に与えるステップと、
　前記運転者から受信した入力コマンドに応答して前記軌道を調整するステップと、
を含む、請求項１に記載の方法。
【請求項１１】
　前記調整するステップは、
　前記リスクレベルが閾値を超える実現可能な軌道を選択するステップと、
　前記実現可能な軌道のリスクを示す情報を前記自車両の衝突回避モジュールに提出する
ステップと、
　前記衝突回避モジュールから受信した入力コマンドに応答して前記軌道を調整するステ
ップと、
を含む、請求項１に記載の方法。
【請求項１２】
　一組の車両と共有される環境内を走行する自車両の運動を制御する該自車両の制御シス
テムであって、
　軌道に従って、前記環境内での前記自車両の運動を制御するコントローラーと、
　前記環境内を走行する前記一組の車両内の各車両の運動を示す時系列信号を生成する少
なくとも１つのセンサーと、
　脅威評価器であって、
　　前記自車両の運動状態及び前記環境のマップによって規定される前記自車両の運転領
域内を走行する仮想車両の一組の実現可能な軌道を決定し、
　　前記実現可能な軌道が前記自車両の前記軌道と交差する確率と、前記実現可能な軌道
が少なくとも１つの車両によって追従される確率との組み合わせとして、各々の実現可能
な軌道のリスクレベルを決定する、
プロセッサを備える、脅威評価器と、
　前記実現可能な軌道の前記リスクレベルの評価に応じて、前記自車両の前記軌道を調整
するモーションプランナーと、
を備える、制御システム。
【請求項１３】
　前記環境の前記マップと、仮想車両の運動の運動学的モデルと、左折意図、右折意図、
直進意図、左車線変更意図、右車線変更意図、ブレーキ意図、加速意図、及び速度維持意
図のうちの１つ又はそれらの組み合わせを含む一組の運転意図とを記憶するメモリを更に
含み、
　前記脅威評価器は、前記環境の異なる場所で各仮想車両について前記実現可能な軌道を
生成し、一組の運転意図から選択された異なる運転意図で走行して各々の仮想車両を前記
自車両の前記運転領域内に移動させる、請求項１２に記載の制御システム。
【請求項１４】
　前記脅威評価器は、
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　誤差のマージン内で前記時系列信号と整合する実現可能な軌道のサブセットに各車両を
割り当て、
　前記サブセット内の前記実現可能な軌道の数及び前記実現可能な軌道によって表される
運転意図に関する統計に基づいて、前記サブセットから各々の実現可能な軌道に前記車両
が追従する前記確率を決定する、請求項１２に記載の制御システム。
【請求項１５】
　少なくとも１つの実現可能な軌道が、前記誤差のマージンを規定する前記実現可能な軌
道に追従する前記車両の可能な状態の確率密度を含む、請求項１４に記載の制御システム
。
【請求項１６】
　前記脅威評価器は、
　ニューラルネットワーク、サポートベクトルマシン、及びディープディシジョンツリー
のうちの１つ又はそれらの組み合わせを使用して、前記環境内の道路交通を使用して前記
車両の前記時系列信号を分類して、前記車両の運転意図を生成し、
　前記サブセットからの前記実現可能な軌道の前記車両の意図との整合性に基づいて、前
記サブセットからの各々の実現可能な軌道の前記確率を更新する、
請求項１４に記載の制御システム。
【請求項１７】
　方法を実行するプロセッサによって実行可能なプログラムを具現化した非一時的コンピ
ューター可読記憶媒体であって、前記方法は、
　軌道に従って環境内で自車両の運動を制御することと、
　前記自車両の運動状態及び前記環境のマップによって規定される前記自車両の運転領域
内を走行する仮想車両の一組の実現可能な軌道を決定することと、
　前記自車両に配置された少なくとも１つのセンサーを使用して、前記環境内を走行する
車両の組内の各車両の運動を示す時系列信号を生成することと、
　前記自車両の前記軌道を使用して、各々の実現可能な軌道が前記自車両の前記軌道と交
差する確率を決定することと、
　前記時系列信号を使用して、各々の実現可能な軌道が少なくとも１つの車両によって追
従される確率を決定することと、
　前記実現可能な軌道が前記自車両の前記軌道と交差する前記確率と、前記実現可能な軌
道が少なくとも１つの車両によって追従される前記確率との組み合わせとして、各々の実
現可能な軌道のリスクレベルを決定することと、
　前記実現可能な軌道の前記リスクレベルの評価に応じて、前記自車両の前記軌道を調整
することと、
を含む、媒体。
【請求項１８】
　前記方法は、
　左折意図、右折意図、直進意図、左車線変更意図、右車線変更意図、ブレーキ意図、加
速意図、及び速度維持意図のうちの１つ又はそれらの組み合わせを含む一組の運転意図か
ら選択された異なる運転意図で走行する前記仮想車両の、前記環境の異なる場所における
異なる速度に対して前記実現可能な軌道を生成することと、
　誤差のマージン内で車両の前記時系列信号と整合する実現可能な軌道のサブセットに前
記車両を割り当てることと、
　前記実現可能な軌道によって表される運転意図に関する統計に基づいて、前記サブセッ
トからの各々の実現可能な軌道を前記車両が追従する前記確率を決定することと、
を更に含む、請求項１７に記載の媒体。
【請求項１９】
　前記方法は、
　前記環境内の道路交通を使用して前記車両の前記時系列信号を分類して、前記車両の運
転意図を生成することと、
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　前記サブセットからの前記実現可能な軌道と前記車両の意図との整合性に基づいて前記
サブセットからの各々の実現可能な軌道の前記確率を更新することと、
を更に含む、請求項１８に記載の媒体。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、概して、自律運転及び先進運転者支援システムに関し、より詳細には、共有
された環境内を走行する他の車両の運動によって生じるリスクを考慮して車両の運動を制
御することに関する。
【背景技術】
【０００２】
　信頼性の高い位置特定及び運動予測は、自律運転及び先進運転支援システム（ＡＤＡＳ
）の重要な構成要素である。例えば、自律走行車及びＡＤＡＳの１つの構成要素にモーシ
ョンプランナーがある。これは、周囲の情報を取得し、多くの場合、移動障害物がある場
合に目的位置に向かって誘導するための軌道プロファイルを計算する。別の例として、車
線変更システム等のＡＤＡＳは、現時点でも将来の或る時点でも、他の車両の位置に関す
る正確な情報を必要とする。
【０００３】
　そのために、現代の自動車は時々、衝突警報又は回避を可能にするために使用される物
体検出センサー及び他の能動的安全アプリケーションを使用する脅威の評価及び／又は衝
突回避システムを含む。物体検出センサーは、例えば、短距離レーダー、長距離レーダー
、画像処理を備えたカメラ、レーザー又はＬｉＤＡＲ、超音波等の多くの技術のいずれか
を使用することができる。物体検出センサーは、自車両の経路内の車両及び他の物体を検
出し、アプリケーションソフトウェアが、物体検出情報を使用して警告を発したり、必要
に応じて行動を起こしたりする。多くの車両において、物体検出センサーは、車両のフロ
ントバンパー又は他のダッシュボード内に直接一体化されている。
【０００４】
　しかしながら、動いている車両の運動に関する情報を用いても、脅威評価及び／又は衝
突回避は困難な作業である。例えば、特許文献１に記載のシステムは、最適な車両状態を
生成し、それらの最適状態に基づいて脅威の評価を生成することにより、脅威の評価を検
討している。しかしながら、最適な経路を計算することは、特に複雑な環境では、計算上
不可能になる可能性がある。
【０００５】
　特許文献２では、脅威の評価は、車両の運動動特性と検出された物体の複数の戻り走査
点とを用い、自車両の予測経路と交差する各々の検出された物体の危険度を計算する、自
車両の予測軌道に基づいている。しかしながら、各車両を予測することは、関心領域内に
多くの検出された物体があるときには計算上不可能である。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】米国特許第８５４３２６１号
【特許文献２】米国特許出願公開第２０１６／０１０９５７１号
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　したがって、共有された環境内における他の車両の運動によってもたらされるリスクを
計算上効率的な方法で推定するシステム及び方法が必要とされている。
【０００８】
　いくつかの実施の形態は、自車両と共有される環境内を走行する車両が、自車両の軌道
と交差する軌道に沿って移動しているときにのみ自車両に対して脅威をもたらすという認
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識に基づく。しかしながら、この記述を逆にすると、自車両の軌道と交差する仮想軌道は
、その仮想軌道に沿って走行する別の車両がある場合にのみ自車両にとって脅威となると
いう理解につながることができる。
【０００９】
　いくつかの実施の形態は、自車両に対する他の車両の運動の危険性を評価するのではな
く、自車両に対する軌道の危険性を評価することが可能であり、計算上より効率的である
という認識に基づく。これは、運転可能領域、道路交通、及び／又は環境のマップによっ
て課せられる実現可能な軌道の数が限られているためである。これらの実現可能な軌道は
計算上効率的な方法で事前計算することができ、移動中の車両について全ての可能な軌道
を生成するのではなく車両が事前計算された軌道を追従するかどうかを試験する方が容易
である。このようにして、最適な軌道を生成する問題は、割り当て及び／又は分類の問題
と置き換えられ、これは計算上より効率的である。
【００１０】
　いくつかの実施の形態は、実現可能な軌道と自車両の軌道との交差は確率論的に決定さ
れ得るという認識に基づく。このようにして、実現可能な軌道は、運転可能領域のより広
い空間を網羅する確率密度関数によって表すことができ、それによって生成する実現可能
な軌道の数を減らすことができる。同様に、実現可能な軌道への車両の割り当てもまた、
運動の測定値の不確実性、車両の運転者の運転意図の急激な変化の可能性、及び複数の軌
道に属するセグメントに沿った運動の可能性を表すために確率論的に決定され得る。
【００１１】
　そのために、いくつかの実施の形態は、実現可能な軌道が自車両の軌道と交差する確率
と、実現可能な軌道が少なくとも１つの車両によって追従される確率との組み合わせとし
て、実現可能な軌道のリスクレベルを決定する。
【００１２】
　いくつかの実施の形態は、車両が実現可能な軌道を追従する確率が、その車両が追従す
るのに利用可能な実現可能な軌道の数に依存するという理解に基づく。例えば、車両の運
動の車線を変更する軌道を車両が追従する確率は、車両に現在の車線内でその進路を維持
させる軌道の利用可能性に依存する。そのために、いくつかの実施の形態は、異なる運転
意図で移動する仮想車両の、環境の異なる場所における異なる速度に対して実現可能な軌
道を生成する。
【００１３】
　いくつかの実施の形態は、車両が実現可能な軌道を追従する確率が、この種の軌道の使
用統計に依存するという理解に基づく。例えば、一般的に、車両は、車線を変更するので
はなく、現在の移動車線内での運動を維持することの方が多い。したがって、車両が車線
軌道の変更と現在の運動軌道の維持との両方に属するセグメントを走行するとき、車両が
その現在の車線に留まる可能性が高い。
【００１４】
　そのために、いくつかの実施の形態は、仮想車両の現在の状態と整合する仮想車両の運
転者の異なる運転インデントを使用して実現可能な軌道を生成し、実現可能な軌道によっ
て表される運転意図に関する統計に基づいて各実現可能な軌道の確率を決定する。例えば
、異なる種類の軌道の使用の統計は、異なる軌道に沿った車両の運動の履歴データに基づ
いて決定することができる。
【００１５】
　いくつかの実施の形態は、車両の運転者が直接的又は間接的に運転意図を示すことがで
きるという認識に基づく。例えば、左折信号は、左折するか又は車線を左に切り替えると
いう運転者の意図の直接的な指標として役立つことができる。そのような信号がないこと
は、そのような意図がないことの間接的な指標である。
【００１６】
　しかしながら、いくつかの実施の形態は、現在の道路交通と組み合わせた車両の現在の
運動もまた、車両の運転者の運転意図を推定するために使用され得るという認識に基づく
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。例えば、車両が前方の車両との距離を近づけるように加速する場合、その加速は、車両
が車線を変更しようとしていることの指標となり得る。しかしながら、加速している車両
の前に空きスペースがある場合、車線変更の施策は可能性が低い。別の例として、車両の
動きが突然の旋回（swirl）を含むとき、その旋回は、サイドミラーをチェックする運転
者が施策を考えていることの指標であり得る。
【００１７】
　そのために、いくつかの実施の形態は、環境内の道路交通を使用して車両の運動を分類
して車両の運転意図を生成し、実現可能な軌道と生成された車両の意図との整合性に基づ
いて実現可能な軌道の確率を更新する。異なる実施の形態では、この分類は訓練されたニ
ューラルネットワーク、サポートベクトルマシン、及び／又はディープディシジョンツリ
ーを使用して行われる。
【課題を解決するための手段】
【００１８】
　したがって、１つの実施の形態は、一組の車両と共有される環境内を走行する自車両を
制御する方法であって、本方法は、本方法を実施する記憶された命令と結合されたプロセ
ッサを使用し、命令は、プロセッサによって実行されるとき、本方法の少なくともいくつ
かのステップを実行する、方法を開示する。本方法は、軌道に従って環境内で自車両の運
動を制御することと、自車両の運動の状態及び環境のマップによって規定される自車両の
運転領域内を走行する仮想車両の一組の実現可能な軌道を決定することと、環境内を走行
する一組の車両内の各車両の運動を示す時系列信号を生成することと、自車両の軌道を使
用して、各々の実現可能な軌道が自車両の軌道と交差する確率を決定することと、時系列
信号を使用して、各々の実現可能な軌道が少なくとも１つの車両によって追従される確率
を決定することと、実現可能な軌道が自車両の軌道と交差する確率と、実現可能な軌道が
少なくとも１つの車両によって追従される確率との組み合わせとして、各々の実現可能な
軌道のリスクレベルを決定することと、実現可能な軌道のリスクレベルの評価に応じて、
自車両の軌道を調整することとを含む。
【００１９】
　別の実施の形態は、一組の車両と共有される環境内を走行する自車両の運動を制御する
自車両の制御システムであって、軌道に従って、環境内での自車両の運動を制御するコン
トローラーと、環境内を走行する一組の車両内の各車両の運動を示す時系列信号を生成す
る少なくとも１つのセンサーと、脅威評価器であって、自車両の運動状態及び環境のマッ
プによって規定される自車両の運転領域内を走行する仮想車両の一組の実現可能な軌道を
決定し、実現可能な軌道が自車両の軌道と交差する確率と、実現可能な軌道が少なくとも
１つの車両によって追従される確率との組み合わせとして、各々の実現可能な軌道のリス
クレベルを決定するプロセッサを備える、脅威評価器と、実現可能な軌道のリスクレベル
の評価に応じて、自車両の軌道を調整するモーションプランナーとを備える、制御システ
ムを開示する。
【００２０】
　更に別の実施の形態は、方法を実行するプロセッサによって実行可能なプログラムを具
現化した非一時的コンピューター可読記憶媒体を開示する。本方法は、軌道に従って環境
内で自車両の運動を制御することと、自車両の運動状態及び環境のマップによって規定さ
れる自車両の運転領域内を走行する仮想車両の一組の実現可能な軌道を決定することと、
自車両に配置された少なくとも１つのセンサーを使用して、環境内を走行する車両の組内
の各車両の運動を示す時系列信号を生成することと、自車両の軌道を使用して、各々の実
現可能な軌道が自車両の軌道と交差する確率を決定することと、時系列信号を使用して、
各々の実現可能な軌道が少なくとも１つの車両によって追従される確率を決定することと
、実現可能な軌道が自車両の軌道と交差する確率と、実現可能な軌道が少なくとも１つの
車両によって追従される確率との組み合わせとして、各々の実現可能な軌道のリスクレベ
ルを決定することと、実現可能な軌道のリスクレベルの評価に応じて、自車両の軌道を調
整することとを含む。
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【図面の簡単な説明】
【００２１】
【図１Ａ】いくつかの実施の形態によって用いられるいくつかの原理を説明する概略図で
ある。
【図１Ｂ】いくつかの実施の形態に係る、一組の車両と共有される環境内を走行する自車
両を制御する方法のフローチャートである。
【図２Ａ】いくつかの実施の形態に係る、自車両を制御する制御システムのブロック図で
ある。
【図２Ｂ】１つの実施の形態に係る脅威評価器の一般的な構造を示す図である。
【図２Ｃ】自車両の運動の一例を示す図である。
【図２Ｄ】いくつかの実施の形態によって使用される一組の異なる運転意図を示す図であ
る。
【図３Ａ】他の車両と共有される環境内における自車両の運動の一例を示す図である。
【図３Ｂ】異なる実施の形態に係る、図３Ａの車両の運動をグループ化する一例を示す図
である。
【図３Ｃ】異なる実施の形態に係る、図３Ａの車両の運動をグループ化する一例を示す図
である。
【図４Ａ】いくつかの実施の形態に係る、実現可能な軌道のサブセットに車両を割り当て
る方法の例示的な一実施態様のフローチャートである。
【図４Ｂ】いくつかの実施の形態に係る、時間成分を正規化することによって軌道を位置
合わせする概略図である。
【図４Ｃ】いくつかの実施の形態に係る、軌道を比較する一例を示す図である。
【図４Ｄ】いくつかの実施の形態に係る、軌道を比較する一例を示す図である。
【図５Ａ】１つの実施の形態に係る、データベースに記憶された異なる軌道の例を示す図
である。
【図５Ｂ】異なる時点における図５Ａのシナリオに係る運動を示す図である。
【図５Ｃ】異なる時点における図５Ａのシナリオに係る運動を示す図である。
【図５Ｄ】１つの実施の形態に係る、確率密度関数を使用して車両の運動をモデル化する
一例を示す図である。
【図６Ａ】いくつかの実施の形態に係る、実現可能な軌道を生成する方法のフローチャー
トである。
【図６Ｂ】いくつかの実施の形態に係る、車両の運動を規定する状態遷移のグラフである
。
【図６Ｃ】１つの実施の形態に係る、サンプリングされた状態の組を決定することの例示
的な一実施態様のフローチャートである。
【図６Ｄ】いくつかの実施の形態に係る、状態遷移の確率を決定する方法のフローチャー
トである。
【図６Ｅ】いくつかの実施の形態に係る、確率分布関数の個々のセクションごとに１つの
状態を生成する方法の反復の簡略概略図である。
【図６Ｆ】図６Ｅの最初の反復における５つの状態の可能な割り当て確率を示す図である
。
【図６Ｇ】いくつかの実施の形態によって用いられるいくつかの原理に係る、実現可能な
軌道が自車両の軌道と交差する確率の決定を説明する概略図である。
【図６Ｈ】１つの実施の形態に係る、総確率密度を使用して実現可能な軌道を決定するこ
とを示す概略図である。
【図７Ａ】いくつかの実施の形態に係る、車両のステアリングホイールの操舵軌道と車両
の加速度軌道とを含む時系列信号の概略図である。
【図７Ｂ】いくつかの実施の形態に係る、各々の実現可能な軌道が追従される確率を更新
するための方法の例示的な一実施態様のフローチャートである。
【図８Ａ】１つの実施の形態によって考慮される一組の運転意図の一例を示す図である。
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【図８Ｂ】いくつかの実施の形態に係るニューラルネットワークの訓練の概略図である。
【図８Ｃ】１つの実施の形態に係る、訓練のためにデータセットを分割する方法の図であ
る。
【発明を実施するための形態】
【００２２】
　図１Ａは、いくつかの実施の形態によって用いられるいくつかの原理を説明する概略図
を示す。図１Ａの一例を考察すると、この例では以後自車両として示される車両０１０が
、２車線道路上の左車線を走行する。車両は、手動運転車両、自律車両、又は自動モード
で運転される車両とすることができる。自車両０１０は、左車線内の安定した進路０１１
を維持しようとしている。自車両０１０は、道路の右車線を走行する他の車両０９０と道
路を共有する。現在時刻における位置及び速度は、例えば、カメラ又はレーダー等の自車
両に取り付けられたセンサーによって、又は全地球測位システム（ＧＰＳ）によって、又
は車車間通信によって測定することができる。しかしながら、他の車両０９０の将来の位
置及び速度は、現時点では未知である。したがって、他の車両０９０が自車両０１０に対
する脅威であるかどうかを知るためには、０９０の将来の運動を決定する必要がある。
【００２３】
　脅威評価は、自動車の運転者に到来するリスクを警告するために、又は自動運転の場合
には前の反復で決定された軌道を調整するために使用することができる。自車両が共有環
境内でナビゲートするときは、前後の車両、左右の車両に注意を払う必要があり、どの車
線を走行するかを決定する必要がある。したがって、脅威評価は、今後数秒間に他の車両
がどこにいるのかを計算し、したがって自車両との衝突のリスクも計算する。
【００２４】
　他の車両の運動を予測するための可能な方法は、例えば、衝突のリスクを最小にするこ
とに関して、他の車両０９０がその乗り心地を最適化することを望むことを仮定すること
である。その結果、図１Ａにおいて、衝突のリスクを最小にする他の車両の将来の運動は
、これも自車両０１０が行うことになると仮定して、右車線に留まる運動０８０である。
この手法では、図１Ａでは、その意図された運動に沿って自車両０１０を脅かすことはな
い。
【００２５】
　しかしながら、他の車両がリスクを最小限に抑えることを望むというこの仮定は当ては
まらないこともあり得る。さらに、自車両０１０の近傍に他の車両が多数存在する場合、
全ての車両について最適化することは困難な作業となる。別の可能性は、オンライン又は
先験的に、車両が実行することができる可能な動作０５０、０６０、及び０７０の組を生
成することである。その場合、他の車両０９０の自車両０１０に対する脅威を評価するこ
とは、他の車両０９０が生成された運動に沿って又は近くに移動する可能性があるかどう
かを調査することになる。このようにすることによって、他の車両の脅威を評価するとい
う問題は、リアルタイムでは不可能であり得る軌道を最適化するという問題から、他の車
両０９０を任意の軌道０５０、０６０、０７０に割り当てることに変換される。つまり、
最適化タスクは割り当て又は分類タスクに置き換えられる。注目すべきことに、最適化の
数は、障害物の数、すなわち自車両と共有される環境内を走行する他の車両の数と共に増
加し、計算複雑度は更に加速的に増加する。一方、割り当てには生成された軌道の有限の
組があり、それは他の車両の数よりも速く複雑度を増すことはない。そのために、いくつ
かの実施の形態の目標は、分類され、生成された軌道に割り当てられる一組の他の車両と
の共有環境内において車両を制御するシステム及び方法を提供することである。
【００２６】
　それゆえに、いくつかの実施の形態は、自車両と共有される環境内を走行する車両は、
車両が自車両の軌道と交差する軌道に沿って移動しているときにのみ自車両に対して脅威
をもたらすという認識に基づく。しかしながら、この記述を逆にすると、自車両の軌道と
交差する仮想軌道は、その仮想軌道に沿って走行する別の車両がある場合にのみ自車両に
とって脅威となるという理解につながることができる。
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【００２７】
　図１Ｂは、いくつかの実施の形態に従って以後他の車両と表される一組の車両と共有さ
れる環境内を走行する自車両を制御する方法のフローチャートを示す。本方法は、本方法
を実施する記憶された命令と結合されたプロセッサを使用し、命令は、プロセッサによっ
て実行されると、本方法の少なくともいくつかのステップを実行する。方法１１０は、予
め決定された所望の軌道１０９に従って環境内での自車両の運動を制御する。制御１１０
は、自車両の所望の軌道１０９に対応する自車両の軌道１１１を生成する。いくつかの例
では、軌道１０９及び１１１は同じであり得るが、モデル化及び検知の誤差、並びに軌道
を表す際の数値精度の誤差のために、軌道１０９及び１１１は逸脱し得る。
【００２８】
　次に、本方法は、自車両の運転領域内を走行する仮想車両の一組の実現可能な軌道を決
定し（１２０）、実際の車両の運動に対する制約、例えば、車両の機械的構成に起因する
制約又は道路の境界及びその他の物理的に正当な制約に起因する制約を満たす一組の軌道
１２１を生成する。例えば、実際の車両で使用することができる制限されたステアリング
の作動は、実現可能な軌道に制約を加える可能性がある。次に、本方法は、車両の軌道１
１１を使用して、実現可能な軌道の各々が自車両の将来の軌道と交差する確率を決定する
（１３０）。本方法は、自車両に取り付けられた少なくとも１つのセンサー１３９を使用
して、環境内を走行する車両の運動を示す時系列信号を生成する（１４０）。測定値は、
自車両からのカメラ測定値又はレーザー／ＬＩＤＡＲ測定値を含むことができる。測定値
は、車車間通信の測定値を含むことができ、測定値はＧＰＳデータを含むことができる。
測定シーケンスの長さは、すべての車両に対して同じでもよく、又は車両ごとに異なって
もよい。生成１４０からの時系列信号１４１を使用して、本方法は、実現可能な軌道の各
々が少なくとも１つの自車両によって追従される確率を決定する（１５０）。次いで、交
差する決定された確率１３１と、時系列信号１４１によって示される少なくとも１つの車
両が少なくとも１つの仮想軌道を追従する確率１５１とを使用して、本方法は、実現可能
な軌道が自車両の軌道と交差する確率と、実現可能な軌道を少なくとも１つの車両が追従
する確率との組み合わせとして、各々の実現可能な軌道のリスクレベルを決定する（１６
０）。最後に、本方法は、リスクレベル１６１を使用して車両の軌道を調整し（１７０）
、リスクレベルを減少させる、又は完全に除去する。
【００２９】
　一組の軌道は、複数の異なる軌道を含むことができる。例えば、１つの実現可能な軌道
を右車線の中央に合わせることができ、１つを左車線に合わせることができ、１つを右車
線から左車線に変えることができる。軌道は、位置及び進行方向等の状態、並びに自車両
の運動の状態に関して規定された位置及び進行方向の時間発展を含む。
【００３０】
　図２Ａは、いくつかの実施の形態に係る、自車両２００を制御する制御システム１９９
のブロック図を示す。車両は、四輪乗用車又は移動ロボット等の自律システムを装備した
任意の種類の移動車両とすることができる。車両はまた、制御システム１９９のコマンド
を無効にする外部入力２１０を受信することができる。そのような場合、車両は半自律型
車両である。
【００３１】
　制御システム１９９は、車両の将来の運動に対応する制御入力及び／又は制御入力のシ
ーケンスを決定するモーションプラニングシステム２４０を備える。例えば、初期状態は
、ＧＰＳによって決定されるような現在位置、又はＧＰＳとＩＭＵとの組み合わせによっ
て決定される現在位置と現在速度との組み合わせとすることができ、モーションプラニン
グシステム２４０の目標は、衝突を回避し、車両の運動に対する特定の制約を満たしなが
ら、目標状態に達する車両の将来の運動を決定することである。目標状態は、内部的に決
定することも、外部モジュール２９０から受信することもできる。目標状態は、脅威評価
器２２０からの情報２２４に応答して決定することもでき、環境内を移動する一組の車両
内の各車両の運動を示す時系列信号を生成する少なくとも１つのセンサーを備える感知シ
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ステム２３０からの感知情報２３１から得られた障害物の運動の脅威２２１を評価する。
例えば、目標位置は、障害物との衝突を回避する位置とすることができる。
【００３２】
　制御システム１９９は、感知システム２３０によって検出された車両との衝突のリスク
レベルを評価することによって、移動する車両の安全領域を決定する脅威評価器２２０を
備える。例えば、脅威評価器２２０は、全地球測位システム（ＧＰＳ）情報及び／又は慣
性測定ユニット（ＩＭＵ）を含む感知システム２３０からの情報２３１を受信することが
できる。例えば、ＩＭＵは、３軸加速度計（複数の場合もある）、３軸ジャイロスコープ
（複数の場合もある）、及び／又は磁力計（複数の場合もある）を含むことができる。Ｉ
ＭＵは、加速度、速度、方位、及び／又は他の位置関連情報を制御システム１９９の他の
構成要素に提供することができる。
【００３３】
　感知情報２３１に加えて、脅威評価器２２０は、車両に対して静的障害物、運転可能領
域、運転不能領域、又は違法領域等の周囲２５０に関する情報２９１を受け取ることがで
きる。その後、この情報を使用して、異なる仮想軌道を制限することができる。情報２９
１はまた、センサー２３０から、又は例えば車車間通信、若しくは路車間通信（vehicle-
to-infrastructure communication）を使用して外部情報２９０として、又は道路網に関
する情報を含むデータベースから受信することもできる。環境に関する情報はマップとし
て表すことができる。脅威評価器２２０は、モーションプラニングシステム２４０によっ
て計算された将来の軌道についての情報２４４を受け取る。この情報は、位置、進行方向
、速度等の自車両の状態を含むことができ、マシンに直接又はリモートに接続されたハー
ドウェア又はソフトウェアから受け取られる。
【００３４】
　脅威評価器２２０は、運動を予測し、また車両及び歩行者等の他の障害物が自車両に衝
突するか又は十分に接近するリスクの尺度２２１も予測する。運動は、少なくとも経路、
速度、及び方位／進行方向を含むが、回転速度、加速度、及びステアリング等の更なるエ
ンティティも含むこともできる。さらに、運動は、運動が或る特定の時間内の或る特定の
場所にある確率を評価する確率密度関数（ＰＤＦ）として表すことができる。これに応答
して、モーションプラニングシステム２４０は、それが自車両の将来の運動２４１を決定
するときに脅威尺度及び／又は予測された運動２２１を考慮に入れる。
【００３５】
　１つの実施の形態では、脅威評価器は、自車両の運動状態に対して規定され、環境のマ
ップに関連して自車両の運転領域内を走行する仮想車両の一組の実現可能な軌道を決定す
る。別の実施の形態では、脅威評価器は、実現可能な軌道が自車両の軌道と交差する確率
と、実現可能な軌道が少なくとも１つの車両によって追従される確率との組み合わせとし
て、各実現可能な軌道のリスクレベルを決定する。
【００３６】
　図２Ｂは、１つの実施の形態に係る脅威評価器２２０の一般的な構造を示す。脅威評価
器２２０は、脅威評価器２２０のモジュールを実行する少なくとも１つのプロセッサ２７
０を備える。プロセッサ２７０は、環境のマップ２８１及び車両情報２８２を記憶するメ
モリ２８０に接続される（２７１）。メモリ２８０はまた、現在時刻までの仮想軌道、又
は各々の計算された状態の値、各状態に至るまでの運動を含むが、これらに限定さない仮
想軌道のサブセットの少なくとも十分豊富なデータベースも記憶する（２８３）。さらに
、メモリは、典型的な車両の機械的設計を満たす運動学的モデル等の仮想車両の運動のモ
デルを車両情報２８２と共に記憶し、メモリは、運転者が作ることができる意図を表す一
組の運転意図を記憶する。例えば、一組の意図は、左折意図、右折意図、直進意図、左車
線変更意図、右車線変更意図、ブレーキ意図、加速意図、及び速度維持意図のうちの１つ
又は組み合わせを含むことができる。
【００３７】
　１つの実施の形態は、車両が取ることができる無限の数の軌道があるが、直進、左車線
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変更、右車線変更等の高レベルの行動の有限の組のみがあるという理解に依存している。
これらの行動は無限に多くの軌道をもたらすが、異なる軌道をもたらす決定はそれらの類
似性に関してグループ化することができる。したがって、１つの実施の形態では、脅威評
価器は、無限に多くの軌道を代表する所定の軌道の有限の組を使用する。これは、自車両
の関心領域内に多くの障害物があり、すべての異なる仮想軌道を正確にとらえようとする
と計算上の要求が過大となる場合に特に価値がある可能性がある。障害物は、別の車両若
しくは歩行者、又は許可された運転車線を区切る線、停止線、イールドサイン（yield si
gn）、又は運転者若しくは同乗者からの入力からのような違法な運転行動を表す仮想障害
物であり得る。
【００３８】
　図２Ｃは、自車両２０１ｃが３車線の道路を走行し、同一車線２２０ｃ内、左車線２１
０ｃ内、及び右車線２３０ｃ内の他の複数の車両に囲まれている場合の一例を示す。全て
の検出された障害物の運動が高精度で予測されるべきである場合、利用可能な計算資源は
限られているので、この例の計算コストは過大である。そのために、いくつかの実施の形
態は、予測アプローチの精度と同様の精度又は近い精度で、仮想軌道のサブセットに車両
を割り当てる。
【００３９】
　衝突が起こり得るように、障害物の仮想軌道は、自車両の計算された軌道との交差につ
いて探索され、１つの実施の形態は、自車両と衝突すると予測されるそれらの運動に高い
衝突確率を割り当てる。１つの実施の形態では、仮想軌道は、車両の運動の運動学的モデ
ルを使用して生成され、速度が異なるとわずかに異なる軌道が生じ、異なる運転意図は一
組の運転意図から選択される。
【００４０】
　図２Ｄは、異なる運転意図の可能な組を示す。運転意図の異なる組み合わせを組み合わ
せることによって、わずかに異なる軌道が得られる。例えば、左折２１０ｄと加速２７０
ｄとを組み合わせると、車両が減速するところで左折し、一方、左折２１０ｄと速度維持
２８０ｄとを組み合わせると、左車線へ曲がるが、異なる経路で左車線に到達する。しか
しながら、運転意図の有限の組があり、それは結果として得られる軌道もまた有限の一組
の軌道に包含することができることを意味する。
【００４１】
　後述する１つの実施の形態では、無限の数の軌道は、１つの固有の意図の組み合わせか
ら生じる１つの軌道に確率分布関数を割り当てることによって有限の１組の軌道に包含さ
れる。軌道が開始される場所、すなわち仮想車両が道路上のどの位置からであるかに応じ
て、仮想の異なる軌道が感知システムによって観測される車両が追従する軌道となる可能
性が多かれ少なかれある。その結果、１つの実施の形態は、自車両に関して異なる場所か
ら開始して実現可能な軌道を生成し、異なる場所はマップによって提供される情報に依存
する。例えば、右車線に障害物があり、自車両が左車線にある場合、自車両の前方の位置
から発せられる仮想軌道は、車線を変更して加速する可能性が高い一方で、位置が自車両
の背後である場合、仮想軌道は減速する可能性が高くなる。
【００４２】
　運動２４１は、ステアリング、ブレーキ、及びスロットル等の車両コマンドを計算する
ために、車両コントローラー２６０への入力又は基準軌道として使用される。それらのコ
マンドは車両のアクチュエーターに送られて予測された運動２４１に従って車両を動かす
。モーションプランナー２４０に含まれる車両の運動モデルが実際の車両と同じ制御入力
を使用する場合、車両は計算された入力を直接使用して制御することができる。例えば、
ステアリング及びエンジントルクを適用することによって車両２００が制御され、モーシ
ョンプランナーで使用される運動モデルもまた制御入力としてステアリング及びエンジン
トルクを使用する場合、これらは車両に直接適用することができ、それによって車両制御
システム２６０を無効にする。しかしながら、モーションプランナー２４０において使用
される車両２００の数学的記述は車両の真の運動の単純化であり得るので、車両制御シス
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テム２６０への入力としての運動基準２４１と共に、制御入力２４２は代わりにフィード
フォワード又は公称制御信号として使用することができる。例えば、加速度は、エンジン
トルクに比例するようにモデル化することができる。したがって、モーションプラニング
システム２４０で使用される車両の運動モデルにおいて加速度が入力として使用される場
合、加速度は、車両制御システム２６０へのスケーリングされたフィードフォワード入力
として使用され得る。
【００４３】
　図２Ｂの２８３及び図１Ｂの１２０に戻って参照すると、自車両に対する他の車両の記
憶された仮想軌道を含むデータベースを維持することができる。例えば、仮想軌道は先験
的に生成され、その後ルックアップテーブルを通して考慮され得る。１つの実施の形態は
、データベースを使用して、以前に記憶された軌道を、図２Ａの感知システム２３０によ
って現在測定されている軌道と比較し、図１Ｂの時系列信号１４１を生成することができ
る。本発明で定義される意味において、記憶された仮想軌道のいずれかが現在測定されて
いる車両と類似している場合、記憶された軌道は現在測定されている車両の将来の運動が
どうなるかについての情報を与える。そのような類似性チェックの主な利点は、図２Ｃに
戻って参照すると、自車両の関心領域内に多数の車両がある場合、すべての車両の運動を
予測する際の計算上の要求が過大であることである。
【００４４】
　図３Ａは、左車線内の車両３１０、同車線内の車両３２０、右車線内の車両３３０、す
なわち合計７台の車両に囲まれた自車両３０１の運動の一例を示す。これは、ある期間に
おける７台の車両の運動の予測に相当する。しかしながら、実現可能な軌道の生成は、車
両を一緒にクラスタリングするという効果をもたらし、それによって計算上の負担を軽減
する。
【００４５】
　図３Ｂは、いくつかの実施の形態に係る、領域３１１によって示される、車両３１０が
互いに類似していると見なされる一例を示す。同様に、領域３３１で示されるように、車
両３３０も類似していると見なされる。したがって、今や７つではなく３つの車両挙動が
あり、周囲の車両の運動を予測する際の計算上の要求を効果的に減少させる。
【００４６】
　さらに、新しい車両３３２が関心領域に入る図３Ｃを考察する。車両３３２は車両３３
０と類似していると考えられるので、車両３３２も領域３３１に属する。領域３３１内の
車両３３０は３３３に従って移動し、軌道３３３は領域３３１に属する車両を代表する。
したがって、１つの実施の形態では、車両３３２の予測は、メモリ２８３内の実現可能な
軌道３３３を抽出する問題である。
【００４７】
　１つの実施の形態では、実現可能な軌道は、以前に決定された時系列信号から生成され
る。例えば、時系列信号１４１は、生成後にメモリに記憶され、次に仮想車両の実現可能
な軌道として割り当てられる。更なる実施の形態では、メモリサイズを小さく保つために
、長期間にわたって測定された車両が追従する可能性が高いとは考えられなかった実現可
能な軌道がメモリから削除される。したがって、車両が追従することがありそうもない実
現可能な軌道は、記憶を確保する必要はない。１つの実施の形態では、測定された車両は
、ある許容範囲内で測定された車両の時系列信号と整合する実現可能な軌道のサブセット
に割り当てられる。
【００４８】
　図４Ａは、いくつかの実施の形態に係る、測定された車両に実現可能な軌道のサブセッ
トを割り当てる方法４９９の例示的な一実施態様のフローチャートを示す。割り当ては、
進入軌道を仮想軌道と位置合わせし（４１０）、比較可能な２つの軌道を生成する。本発
明のいくつかの実施の形態では、位置合わせは時間成分を正規化することによって行われ
る。
【００４９】
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　図４Ｂは、いくつかの実施の形態に係る時間成分を正規化することによって軌道を位置
合わせする概略図を示す。図４Ｂに示すように、時間成分を正規化することは、可能な限
り最良の方法で４１０ｂと一致させるために軌道４２０ｂを４２１ｂに引き伸ばすことと
して解釈することができる。例えば、図４Ｂの縦軸が車両の横方向の位置であり、横軸が
縦方向の位置である場合、図４Ｂは、縦方向の位置を伸ばして４１０ｂと一致させると解
釈することができる。そのような場合、点ごとの経路が類似していなくても、軌道４１０
ｂと４２０ｂとの間の類似性は高くなる。図４Ｂに時間の次元を加えることによって、経
路に合うように時間を延ばすことができ、その場合、例えば道路上の実際の運転の間の類
似性を評価することができる。
【００５０】
　次いで、方法４２０は、どの実現可能な軌道が現在測定されている軌道と類似している
かを判定する。これはいくつかの方法で行うことができる。例えば、１つの実施の形態で
は、２つの軌道は、以前に規定された距離測定によって測定されるように、その差が閾値
を下回る場合、類似していると見なされる。
【００５１】
　図４Ｃ及び図４Ｄは、いくつかの実施の形態に係る閾値４２０ｃが或る値に固定されて
いる場合の軌道を比較する例を示す。この値は、どのメトリックが使用されるか及び外部
効果に応じて、事前に設定することも、リアルタイムで決定することもできる。例えば、
シナリオが高速道路運転であり、一般に速度が高い場合、１つの実施の形態は、閾値を都
市運転の閾値とは異なるように設定する。図４Ｃはまた、図４Ｄに示される３つの軌道４
１０ｄ、４３０ｄ、及び４４０ｄについての最小距離４１０ｃ、４３０ｃ、及び４４０ｃ
を示す。この場合、考慮された距離メトリックは、４１０ｃ及び４３０ｃが閾値４２０ｃ
より下であることを与え、これは進入軌道４５０ｄを意味する。考慮する軌道の長さは様
々であり得る。それは、後退ホライズンの方式において、固定又は適応的に設定できる。
次いで、方法４３０は、進入軌道４４０ｄの軌道４１０ｄ及び４３０ｄに対する類似性の
レベルを決定する。方法４３０は、進入軌道がデータベース内の軌道にどの程度類似する
かを計算する。
【００５２】
　１つの実施の形態は、最小時間コスト経路Ｗ＝｛ｗ１，．．．，ｗｋ，．．，ｗｌ｝（
ただし、ｗｋ＝（ｉｋ、ｊｋ）であり、各々の対（ｉ，ｊ）∈Ｗは、ｕｉとｖｊが位置合
わせされていることを示す）を見つけることによって時系列信号Ｕ＝［ｕ１，．．．，ｕ

ｉ，．．．，ｕｍ］を実現可能な軌道Ｖ＝［ｖ１，．．．，ｖｊ，．．．，ｖｎ］と比較
する。ワープ関数Ｗは、２つの軌道間の合計距離を最小にし、これは、次のように規定さ
れる。
【数１】

ただし、ｄＵ，Ｖ（ｉｋ，ｊｋ）は、ｕ（ｉｋ）とｖ（ｊｋ）との間の距離の尺度である
。距離の尺度は、いくつかあるうちのいずれでも可能である。例えば、それはユークリッ
ド距離測定基準とすることができるか、又はそれは測定基準として正式に適格ではない任
意の他の測定基準又は距離の尺度とすることができる。一例として、最小コストは動的計
画法の原理Ｄ（ｉ，ｊ）＝ｄ（ｉ，ｊ）＋ｍｉｎＤによって計算することができる。ここ
で、Ｄ（ｉ，ｊ）は、は（１，１）から（ｉ，ｊ）までの最小コスト経路のコストであり
、Ｄ（１，１）＝ｄ（１，１）であり、ｍｉｎＤ＝ｍｉｎ（Ｄ（ｉ，ｊ－１），Ｄ（ｉ－
１，ｊ），Ｄ（ｉ－１，ｊ－１））である。現在測定されているか又は推定されている車
両軌道が時々更新されるとき、最小コストは再帰的に見いだされることができる、すなわ
ち、最小コストは仮想軌道と進入軌道の新しい時刻との間の新しい最小コストに追加され
る。１つの可能性は、類似度を、ｓｕｐｐｏｒｔ（Ｕｉ－１，Ｕｉ）＝｜Ｕｉ－１｜／｜
Ｕｉ｜と規定することである。ここで、｜・｜は濃度、ｉは現在時刻のインデックスであ
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る。このサポート関数の出力が閾値より小さい場合、方法４２０は全データベースを用い
て繰り返される。最後に、図４Ｃ及び図４Ｄにおける軌道の組４１０ｄ及び４３０ｄは、
４３０から出力される。
【００５３】
　１つの実施の形態は、実現可能な軌道によって表される運転意図に関する統計に基づい
て、サブセットから各々の実現可能な軌道を車両が追従する確率を決定する。例えば、３
つが左車線変更を意図し、１つが直線走行を意図している軌道のサブセットを決定４９９
が生成する場合、左車線変更の確率は０．７５である。別の実施の形態では、過去の車両
の意図の記録された履歴は、軌道を追従する確率を重み付けするために生成される。例え
ば、過去に１０台の車両が観測され、そのうち８台が現在の測定車両と類似した位置にあ
るときに車線を変更した場合、３つの車線変更可能軌道のいずれかを追従する確率は０．
８である。
【００５４】
　実現可能な軌道のサブセット内に、測定された車両の軌道と類似する軌道が２つ以上あ
る場合、これらの軌道のいずれかは車両が追従する軌道となり得る可能性がある。したが
って、サブセット内に２つ以上の類似の軌道がある場合、これらの軌道のすべてが現在測
定されている車両の将来の可能な軌道となり得る。
【００５５】
　図５Ａは、１つの実施の形態に係る、データベースに記憶された軌道５２０ａ及び５３
０ａ等の合計８つの異なる軌道の例を示す。車両５１０ａが右車線を走行するので、車両
５１０ａがシーンに入ると、１つの実施態様では、軌道５２０ａは類似度計算から除外さ
れ、したがって、この例では、実現可能な軌道のサブセットは４つの軌道５３０ａを含む
。
【００５６】
　図５Ｂは、図５Ａと同じシナリオを示すが、後の時点である。ここで、車両５１０ｂは
左折し始めた。また、他の２つの軌道５３０ｂだけがこれを行い、これは、実現可能な軌
道のサブセット内の４つの軌道のうち２つのみが、車両が追従する軌道となる非ゼロ確率
を有することを意味する。したがって、６つの軌道５２０ｂが最初の８つから除外される
。
【００５７】
　図５Ｃは、最新の瞬間における同じシナリオを示す。ここで、入ってくる車両５１０ｃ
の運動に類似した唯一の軌道５３０ｃがあり、それは残りの７つの軌道５２０ｃを除外し
ている。
【００５８】
　いくつかの実施の形態では、軌道は、速度及び進行方向を含む、経時的な経路を指すが
、軌道の確率分布も含む。すなわち、車両が実現可能な軌道に関連する車両の可能な状態
の確率密度内に留まる限り、車両はこの実現可能な軌道に属することができる。
【００５９】
　図５Ｄは、１つの実施の形態に係る確率密度関数を使用して車両の運動をモデル化する
一例を示す。図５Ｄのシナリオでは、測定対象車両５１０ｄは自車両５３０ｄの後方にあ
る。車線境界５４０ｄも示されている。予測には多くの不確定要素がある。例えば、セン
サーの不確実性又は道路網のマップにおける不確実性は、組み合わされて、測定される車
両の位置及び速度に関する不確実性５０９ｄと、自車両の位置及び速度に関する不確実性
５３０ｄとを与える。さらに、実現可能な軌道５１２ｄが過去に測定された車両から生成
されたとしても、軌道５１２ｄが類似していると考えられていたとしても、測定された車
両５１０ｄが実現可能な軌道を追従することは完全に確かではない。したがって、予測は
本質的に更なる不確実性５１１ｄを有する。
【００６０】
　実現可能な軌道が自動車の運動学的モデルから生成される場合、それらは実現可能な軌
道に関して誤差の範囲を規定するために使用できるので、確率分布は重要である。さらに
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、確率分布を使用して、生成する必要がある実現可能な軌道の数を減らすことができる。
軌道が実現可能な軌道の確率密度内にある限り、それはまた、実現可能な軌道と見なすこ
とができる。そのようにすることは、必要とされる実現可能な軌道の数を減らし、計算を
減らす。
【００６１】
　図５Ｄに示すように、車両の運動は、車両の状態の確率密度関数５１２ｄの形でモデル
化され、確率密度関数５１２ｄの初期条件５０９ｄは、センサーデータから決定すること
ができる。この推論は逆にして、その代わりに、実現可能な軌道を車両の可能な状態の確
率密度から生成されるようにモデル化することができ、確率密度は、測定された車両が実
現可能な軌道と類似していると見なされるときについての誤差のマージンを規定する。
【００６２】
　図６Ａは、いくつかの実施の形態に係る、実現可能な軌道を生成する方法６９９のフロ
ーチャートを示す。本方法は、例えば、図２Ｄで概説される仮想運転者の様々な意図を満
たしながら、車両の初期仮想状態から車両の目標車線への車両の動きを特定する状態のシ
ーケンスを反復的に決定する。異なる実施の形態では、初期仮想状態は過去に観測された
車両の状態であり、及び／又は初期仮想状態は本方法の以前の反復中に決定された対応す
る状態である。
【００６３】
　運動は、車両の状態を接続する状態遷移によって規定される。各々の状態は、位置、速
度、及び車両の進行方向を含む。運動は、例えば、或る期間、所定の反復回数、又は実現
可能な軌道が関心領域内にある限り、終了条件が満たされるまで反復的に決定される。自
律車両において、終了条件は、モーションプランナー２４０内の計画ホライズンに関連し
て設定することができる。手動運転車両の場合、終了条件は、道路区間の視界に関連して
設定することができる。図６Ａの方法の反復は、以下のステップを含む。
【００６４】
　図６Ｂは、いくつかの実施の形態に係る車両の運動を規定する状態遷移のグラフを示す
。本方法は、状態及び遷移が車両の状態に対する静的制約及び動的制約を満たすように、
初期状態から開始して、サンプリングされた状態の組、及び対応する状態遷移の組を決定
する（６００）。例えば、本方法は、障害物６９０ｂを回避し、環境のマップからの車両
の動きに関する制約６３０ｂを満たしながら、状態６８０ｂで開始し、図６Ｂの状態６６
０ｂ及び状態遷移６８１ｂを決定する。
【００６５】
　図６Ｃは、１つの実施の形態に係る、サンプリングされた状態の組を決定すること（６
００）の例示的な一実施態様のフローチャートを示す。決定６００は、環境、以前の反復
を使用して決定された状態、及び図２Ｄの意図についての情報を使用する。以前の状態の
例は、図６Ｂのノード６８０ｂ、６７０ｂ、６２０ｂ、及び初期状態６００ｂを含む。
【００６６】
　例示的な実施態様は、状態の初期決定６０１ｃを実行する。それが本方法の最初の反復
である場合、初期状態はそれに関連する不確実性を伴う、車両の現在の仮想状態である。
不確実性は信頼区間の形でも、いくつかの可能な場所の形でも構わない。そのようなシナ
リオは、例えば、感知システムが非常に不確実な測定値を提供する場合、又はマップが不
確実である場合に起こる。それ以外の場合、初期状態は本方法の以前の反復によって決定
される。
【００６７】
　本方法は、車両の運動に関する制約を満たすＮ個の予測状態の組
【数２】

をサンプリングする（６０２ｃ）。ここで、Ｎは予め決定されているか、又は適応的にさ
れることができる。本発明のいくつかの実施の形態では、状態６０２ｃは、動的システム
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の架空のノイズ源から、すなわちｗｋから、入力の平均値として公称入力ｕｋを用いて生
成される。例えば、ｗｋは、ガウス分布ｗｋ～Ｎ（ｕｋ，Ｑｋ）から生じるものとして選
択することができ、又は実現可能な軌道に関連する特定の意図に合わせて調整された確率
密度関数（ＰＤＦ）として選択することができる。
【００６８】
　本発明の他の実施の形態では、サンプリングされた状態６０２ｃは、図２Ｄの意図を使
用することによって生成される。運転者の意図は前もって知られており、動的システムの
ノイズ源から生成された状態は、意図をよりよく満たすように修正される。例えば、確率
関数ｑ（ｘｋ＋１｜ｘｋ，ｙｋ＋１）を用いて状態を生成することができる。ここで、ｑ
は、時間インデックスｋでの状態と時間インデックスｋ＋１での仕様とを所与とすると、
時間インデックスｋ＋１における状態の関数である。
【００６９】
　特定の一例として、ｗｋ及びｅｋの両方が加法的である場合、ガウスＰＤＦ、ｑは、
【数３】

として選択することができる。ここで、
【数４】

である。つまり、状態は、動的システムのノイズ源からランダムサンプルとして生成され
、車両の数学的記述を通じて伝播され、意図からの偏差を考慮するために決定論的項で修
正される。対応する状態は、この修正された項を使用して予測される。
【００７０】
　本発明の１つの実施の形態では、サンプリングされた状態８０２ｃの生成及び対応する
状態の予測はループ内で実行され、ここで反復回数は事前に決定される。別の実施の形態
では、状態６０２ｃの生成は、時間的に先行する意図された軌道のＴ個の時間ステップに
基づいて行われる。例えば、反復回数Ｔは、固定ステップ数として決定することができ、
又は反復は、感知システム２３０のセンサーの分解能の関数として決定することができる
。６０２ｃがＴ個の時間ステップで実行されると、状態は、時間インデックスｋ＋１から
時間インデックスｋ＋Ｔまでの意図した軌道に対応する全ての位置に従って、すなわち、
ｑ（ｘｋ＋１｜ｘｋ，ｙｋ＋１，．．．，ｙｋ＋Ｔ）として生成される。
【００７１】
　図６Ｄは、いくつかの実施の形態に係る、各状態遷移が車両の運動に対する制約を満た
す状態への移動を引き起こす確率を決定する方法６１０ｄのフローチャートを示す。各状
態の確率を決定するとき、意図との状態の整合性が決定され（６１２ｄ）、各状態の確率
が計算される（６１３ｄ）。
【００７２】
　いくつかの実施の形態では、決定６１２ｄは、意図／制約のＰＤＦ
【数５】

、次の状態、及び前の反復中に決定された状態の確率
【数６】

の組み合わせとして行われる。例えば、状態が車両の動的モデルに従って生成される場合
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、確率は仕様のＰＤＦに比例し、すなわち、
【数７】

である。別の例として、状態のサンプリングが
【数８】

に従って行われる場合、確率は意図する軌道のＰＤＦの予測に比例し、すなわち、
【数９】

である。１つの実施の形態では、確率は、それらがＰＤＦを表すように正規化される。
【００７３】
　本発明の１つの実施の形態において、非ゼロであるが低い確率を有する状態は、いくつ
かの時間ステップにおいて、より高い確率を有する状態と置き換えられる。例えば、１つ
の実施の形態は、

【数１０】

を生成する確率が

【数１１】

となるように新しい状態の組を生成する。別の実施の形態では、確率の逆二乗和が所定の
閾値を下回るたびに置換が行われる。このようにすることで、おそらく良好な状態のみが
使用されることが保証される。
【００７４】
　状態の決定６２０はいくつかの方法で行うことができる。例えば、１つの実施の形態は
、重み付き平均関数を使用して状態を決定し、状態を

【数１２】

として生成する。別の実施の形態は、状態を最も高い確率を有する状態、すなわち、
【数１３】

として決定する。付加的又は代替的に、１つの実施の形態は、サンプリングされた状態の
固定数ｍ＜Ｎにわたって平均することによって状態を決定する。
【００７５】
　図６Ｅは、ＰＤＦの個々のセクションごとに１つの状態を生成する方法の反復の簡略概
略図を示す。この例では、状態６２３ｅ及び６２４ｅが単一の反復に対して選択されてい
る。少なくとも１回の反復のための複数の状態の選択は、車両の現在の状態を車両の目標
状態に接続する運動の組をもたらす。そのために、１つの実施の形態は、運動の組からコ
スト関数を最適化する運動を選択する。
【００７６】
　図６Ｆは、図６Ｅの第１の反復における５つの状態の可能な割り当て確率を示す。これ
らの確率６２１ｆ、６２２ｆ、６２３ｆ、６２４ｆ、及び６２５ｆは、状態６２１ｅ、６
２２ｅ、６２３ｅ、６２４ｅ、及び６２５ｅを示すドットのサイズの選択に反映される。
【００７７】
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　図６Ｅに戻って参照すると、状態６２３ｅ及び６２４ｅは、初期状態から次の状態への
車両の５つのサンプリングされた状態遷移を再び生成する次の反復のための初期状態にな
る。
【００７８】
　図６Ｇは、いくつかの実施の形態によって用いられるいくつかの原理に従って、実現可
能な軌道が自車両の軌道と交差する確率をどのように決定するかを説明する概略図を示す
。測定された車両は、車線分割線６１０ｇを有する２車線道路上の現在の状態６５０ｇに
あり、仮想車両６２０ｇは右車線にある。左右の車線をそれぞれ追従するというそれぞれ
の意図６６０ｇ及び６７０ｇを使用することによって、決定６９９において以前に生成さ
れた２つの実現可能な軌道６９０ｇ及び６８０ｇがある。この場合、現在測定されている
車両に類似する２つの軌道が実現可能なサブセット内にあるので、２つの実現可能な軌道
が存在する。実現可能な軌道は、車両が実現可能な軌道を正確に追従していない可能性が
あることを説明する確率分布６６１ｇ及び６７１ｇを含む。
【００７９】
　図６Ｈは、１つの実施の形態に係る、総確率密度を使用して実現可能な軌道を決定する
ことを示す概略図を示す。例えば、１つの実施態様では、実現可能な軌道は、総確率密度
から、最も高い確率６１０ｈを有する軌道として決定される。代替の実施態様では、実現
可能な軌道は、密度にわたる集約状態６２０ｈとして決定される。付加的又は代替的に、
１つの実施の形態では、確率は、特定の時点におけるＰＤＦの大部分６３０ｈが自車両の
軌道と交差している程度として決定される。例えば、ＰＤＦ全体が交差している場合、確
率は１である。
【００８０】
　実現可能な軌道が自車両の意図された軌道と交差する確率は、実現可能な軌道を追従す
る車両があるかどうか分からないので、実現可能な軌道のリスクレベルを決定するのに十
分ではない。図５Ａを再び考察すると、そこには、車両５１０ａが追従するべき８つの可
能な軌道がある。軌道５２０ａを生成する仮想車両は測定された車両５１０ａと一致しな
いので、実現可能な軌道のサブセットは５３０ａを含む。５３０ａと自車両の軌道との交
差の確率が決定されたと仮定する。次に、１つの実施の形態では、リスクレベルは、実現
可能な軌道が自車両の軌道と交差する確率と、実現可能な軌道が少なくとも１つの車両に
よって追従される確率との組み合わせとして決定される。
【００８１】
　１つの実施の形態は、車両の時系列信号を分類して車両の運転意図を生成し、サブセッ
トからの実現可能な軌道と車両の意図との一貫性に基づいてサブセットからの各々の実現
可能な軌道の確率を更新する。着想は、以前に観測されたデータを使用して将来行われる
決定を予測できるということである。例えば、車線を変更するドライバの特性が何である
かを学習することによって、将来の車線変更が予測できる。
【００８２】
　図７Ａは、いくつかの実施の形態に係る、車両のステアリングホイールの操舵軌道と車
両の加速度軌道とを含む時系列信号の概略図を示す。図７Ａの例では、運転者は時点７１
０ａで車線変更を開始する。しかしながら、車線変更の前に、少しの間操舵角のわずかな
増加７２０ａがあることに留意することができる。これは、例えば、車両の運転者が死角
に車両があるかどうかを見るために肩越しに見ていることが原因であり得る。さらに、加
速度７３０ａは、車線変更が開始される前にゆっくり増加し始め、次に車線変更を通して
維持されることが分かる。したがって、記録されたデータからの情報は将来の意図を予測
するために使用することができる。
【００８３】
　図７Ｂは、いくつかの実施の形態に係る、サブセットからの実現可能な軌道と車両の意
図との一貫性に基づいて追従されるべきセブセットからの各々の実現可能な軌道の確率を
更新する方法７９９の例示的な一実施態様のフローチャートを示す。決定７１０は、サブ
セットから実現可能な軌道を抽出する。次に、本方法は車両の意図を決定する（７２０）



(20) JP 2020-514158 A 2020.5.21

10

20

30

40

50

。
【００８４】
　図８Ａは、１つの実施の形態によって考慮される一組の運転者の意図の一例を示す。こ
の実施の形態は、以下の意図、すなわち、左折する（８１０）、右折する（８２０）、直
進する（８３０）、左車線に変更する（８４０）、右車線に変更する（８５０）、さらに
、ブレーキをかける（８６０）、加速する（８７０）、又は速度を維持する（８８０）、
を考慮する。いくつかの実施の形態は、多くの車両の挙動を観察することによって意図を
選択する方法を学習する。例えば、１つの実施の形態は、ディープディシジョンツリーに
基づくランダムフォレストアルゴリズムを訓練するために既知の意図を有する車両データ
を使用し、別の実施の形態は、サポートベクトルマシンを訓練し、第３の実施の形態は、
ニューラルネットワークを訓練する。
【００８５】
　次いで、本方法は、７２０で決定された意図と整合する軌道の新しいサブセットを決定
する（７３０）。例えば、サブセット内に左折する（８１０）という意図を有する軌道が
ない場合、それはサブセットから除外されて新しいサブセットを形成する。最後に、本方
法は、実現可能な軌道が車両によって追従される確率を更新する（７４０）。１つの実施
の形態では、確率は、６１０ｈから生成された実現可能な軌道の確率６１０ｈ、すなわち
最も可能性の高い軌道の確率によって更新される。別の実施の形態では、更新は、実現可
能な軌道のＰＤＦ上の加重平均６２０ｈによって行われる。
【００８６】
　図８Ｂは、いくつかの実施の形態に係るニューラルネットワークの訓練の概略図を示す
。訓練８１０ｂは、ニューラルネットワークの挙動８２０ｂを生成するために、センサー
入力８０１ｂのシーケンス及び対応する意図８０２ｂの訓練セットを使用する。一般的に
、機械学習アルゴリズムを訓練することは、時に「学習」アルゴリズムと呼ばれる訓練ア
ルゴリズムを適用することを含む。訓練セットは、１つ以上の組の入力及び１つ以上の組
の出力を含むことができ、入力の各組は一組の出力に対応する。対応する入力の組がニュ
ーラルネットワークに入力されると、訓練セット内の出力の組は、例えばニューラルネッ
トワークにとって、生成するのに望ましい出力の組を含む。
【００８７】
　例えば、１つの実施の形態は、ニューラルネットワークを訓練する。訓練８１０ｂは、
一連のセンサーデータ８０１ｂを、車両の左車線変更８４０及び速度変更８６０、８７０
等の意図にマッピングすることを含む。
【００８８】
　訓練データは、車載センサーからの入力時系列信号及び運転者の意図を含むことができ
る。入力データは、訓練されている現在の意図に従ってラベル付けすることができる。
【００８９】
　十分な訓練データを得るためにディープディシジョンツリー、ランダムフォレストを訓
練するとき、１つの実施の形態は、訓練のためにスライディングウィンドウアプローチを
使用する。例えば、一実施態様は、測定された車両の横方向位置から特徴値、並びに縦方
向及び横方向の速度を計算する。直接測定しない場合、これらの変数は、レーダー及びカ
メラ等のセンサー、ＧＰＳ、並びにロードマップを使用して、パーティクルフィルター又
はカルマンフィルター等のフィルターから推定できる。状態変数及び道路形状から、１つ
の実施の形態は、正規化された横方向位置、正規化された縦方向の速度、及び横方向の速
度を計算する。これらの変数の生データは、例えば、センサーノイズ及びロードマップの
不完全性からのノイズの影響を受ける。したがって、ロバスト性に関して、１つの実施の
形態は、変数の６つの統計値、すなわち、最小値、最大値、平均値、分散、最初の値と２
番目の値との差、及び最後の値と最後から２番目の値との差を計算する。さらに、値の変
化を特徴ベクトルに含めるために、１つの実施の形態は、データセットを４つのサブデー
タセットに分割し、各サブデータセットの同じ統計値を計算する。このようにすることで
、ランダムフォレストのロバストな訓練が保証される。
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【００９０】
　図８Ｃは、１つの実施の形態に係る、訓練のためにデータセットを分割する方法の図を
示す。図８Ｃの例では、車両８１０ｃの運転者は、車線を車線８０１ｃから車線８０２ｃ
に変更することを意図している。車両が車線境界８５０ｃをｔｃｒｏｓｓだけ横切り、車
両が車線８０２ｃの中央８４０ｃに到達するまでの時間をｔｒｅａｃｈとして規定する。
ウィンドウはｔｃｒｏｓｓ－ｔ１で開始し、ｔｃｒｏｓｓ＋ｔ２で終了する。分類アルゴ
リズムが運転者の意図を捉えることができるように、ウィンドウサイズｔ１＋ｔ２は十分
に大きい必要がある。時間ウィンドウ内で、１つの実施の形態は、線８６０ｃ及び８７０
ｃに対応する長さｔｗｉｎｄｏｗを有するサブウィンドウを移動し、サブウィンドウ内の
状態変数から特徴を抽出し、データセットを生成する。各サブウィンドウ内のデータは、
データの開始がｔｃｒｏｓｓ－ｔ１とｔｒｅａｃｈとの間にある場合は、「車線変更」（
すなわち、方向に応じて左に変更（８４０ｃ）又は右に変更（８５０ｃ））とラベル付け
され、データの開始がｔｒｅａｃｈの後の場合は、車線８３０ｃに留まる。訓練データに
車線変更がない場合、１つの実施の形態は、長さｔ１＋ｔ２を有するデータセットを抽出
し、車線８３０ｃに留まるようにすべてのデータセットをラベル付けすることに留意され
たい。
【００９１】
　１つの実施の形態は、実現可能な軌道が追従するべき実現可能な軌道の確率と交差する
確率を取り、これらの確率を一緒に重み付けする。例えば、１つの実施の形態は確率の加
重平均を使用する。
【００９２】
　本発明のいくつかの実施の形態は、リスクレベルを使用して、自車両の軌道を調整する
。例えば、１つの実施の形態では、リスクレベルが或る閾値を上回る場合、車両の実現可
能な軌道と自車両のモーションプランナーの軌道との間の衝突までの時間が計算される。
１つの実施の形態は、リスクレベルを警告音、ダッシュボード上の信号、又はその両方と
して車両の運転者への衝突までの時間として与え、次いで、運転者から受信した入力コマ
ンド上のコマンドに応答して軌道を調整する。別の実施の形態では、閾値を超えるリスク
レベルは、自車両の衝突回避モジュールに伝播され、衝突回避モジュールから受信した入
力コマンドに応答して軌道を調整する。例えば、衝突回避モジュールは、モーションプラ
ンナー２４０、又は車両の別のコントローラー２６０とすることができる。入力コマンド
は、ステアリングホイール及びスロットルコマンドを含み得る。
【００９３】
　実現可能な軌道及び関連するＰＤＦは、モーションプランナー内で直接使用できる。例
えば、モーションプランナーは、実現可能な軌道が位置するところに行き着く可能性が高
いモーションプランを直接破棄することができる。脅威評価器はまた、モーションプラン
ナーからの情報を利用して、実現可能な軌道をより効率的に計算することができる。例え
ば、自律車両が或る特定の車線内で或る特定の速度で走行すべきであるとモーションプラ
ンナーが判断した場合、その車線内に実現可能な軌道の生成に焦点を合わせることがより
重要である。
【００９４】
　本発明の上記の実施の形態は、数多くの方法のいずれにおいても実現することができる
。例えば、それらの実施の形態は、ハードウェア、ソフトウェア又はその組み合わせを用
いて実現することができる。ソフトウェアにおいて実現されるとき、そのソフトウェアコ
ードは、単一のコンピューター内に設けられるにしても、複数のコンピューター間に分散
されるにしても、任意の適切なプロセッサ、又はプロセッサの集合体において実行するこ
とができる。そのようなプロセッサは集積回路として実現することができ、集積回路構成
要素内に１つ以上のプロセッサが含まれる。一方、プロセッサは、任意の適切な構成にお
ける回路を用いて実現することができる。
【００９５】
　付加的又は代替的に、上述の実施の形態は、種々の実施の形態の方法を実行するプロセ
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ッサによって実行可能なプログラムを具現化した非一時的コンピューター可読記憶媒体と
して実現することができる。
【００９６】
　また、本明細書において概説される種々の方法又はプロセスは、種々のオペレーティン
グシステム又はプラットフォームのいずれか１つを利用する１つ以上のプロセッサ上で実
行可能であるソフトウェアとしてコード化することができる。さらに、そのようなソフト
ウェアは、いくつかの適切なプログラミング言語及び／又はプログラミングツール若しく
はスクリプト記述ツールのいずれかを用いて書くことができ、フレームワーク又は仮想機
械上で実行される実行可能機械語コード又は中間コードとしてコンパイルすることもでき
る。通常、プログラムモジュールの機能は、種々の実施の形態において望ましいように、
組み合わせることもできるし、分散させることもできる。
【００９７】
　また、本発明の実施の形態は方法として具現することができ、その一例が提供されてき
た。その方法の一部として実行される動作は、任意の適切な方法において順序化すること
ができる。したがって、例示的な実施の形態において順次の動作として示される場合であ
っても、例示されるのとは異なる順序において動作が実行される実施の形態を構成するこ
ともでき、異なる順序は、いくつかの動作を同時に実行することを含むことができる。

【図１Ａ】 【図１Ｂ】



(23) JP 2020-514158 A 2020.5.21

【図２Ａ】 【図２Ｂ】

【図２Ｃ】 【図２Ｄ】



(24) JP 2020-514158 A 2020.5.21

【図３Ａ】 【図３Ｂ】

【図３Ｃ】 【図４Ａ】
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